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令和２年度 地域保健総合推進事業発表会
令和３年３月１日（月）都市センターホテル

公衆衛生医師の確保と育成に関する調査および実践事業

群馬県利根沼田保健所（兼）吾妻保健所

武智浩之

令和２年度 地域保健総合推進事業 全国保健所長会協力事業
公衆衛生医師の確保と育成に関する調査および実践事業

【分担事業者】
武智 浩之 群馬県利根沼田（兼）吾妻保健所

【事業協力者】
山本 長史 北海道渡島（兼）八雲保健所
村松 司 北海道網走（兼）紋別保健所
小谷 尚克 福島県会津（兼）南会津保健所
早川 貴裕 栃木県県西健康福祉センター
西垣 明子 長野県健康福祉部保健・疾病対策課
山本 光昭 中央区保健所
増田 和貴 杉並保健所
高橋 千香 大田区保健所
竹原 木綿子 愛知県知多保健所
宮園 将哉 大阪府健康医療部
谷掛 千里 大阪府茨木保健所
村下 伯 島根県浜田保健所

横山 勝教 香川県小豆保健所
藤川 愛 高松市保健所
廣瀬 浩美 愛媛県今治保健所
木村 竜太 福岡県保健医療介護部がん感染症疾病対策課
山本 信太郎 福岡市東区保健福祉センター
宗 陽子 長崎県県央保健所
西田 敏秀 宮崎市保健所
吉田 穂波 神奈川県立保健福祉大学
永井 仁美 大阪府富田林保健所（全国保健所長会・学術担当）
前田 光哉 神奈川県健康医療局（全国衛生部長会）
尾島 俊之 浜松医科大学（社会医学系専門医協会・理事）

【助言者】
主籐 秀幸 厚生労働省健康局健康課地域保健室
松村 漠志 厚生労働省健康局健康課
曽根 智史 国立保健医療科学院
宇田 英典 地域医療振興協会

内田 勝彦 全国保健所長会・会長（大分県東部保健所）
清古 愛弓 全国保健所長会・副会長（葛飾区保健所）
白井 千香 全国保健所長会・副会長（枚方市保健所）
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事業班の活動目的

○公衆衛生医師の確保

・保健所や行政医師等の業務内容に関する普及啓発・広報活動

・公衆衛生に関心ある医学生、医師（研修医・臨床医）への働きかけ

・社会医学系専門医制度の周知と活用

○公衆衛生医師の育成および離職防止

・社会医学系専門医制度を活用した人材育成の働きかけ

・行政医師としてのコンピテンシーをあげるための方向性の検討

・公衆衛生医師同士の交流や連携の推進

公衆衛生医師の確保および育成に資する活動を時代背景に合わせながら実施してきた当事業班の活動は今
年度で１０年目であった。
新型コロナウイルス感染症対策の中心的役割を担うことを経験して保健所や都道府県庁で勤務する公衆衛生
医師の重要性を改めて認識することとなった。
今年度は絶好の機会が到来したと考え、臨床医・医学生を中心に公衆衛生医師の存在意義や活動をアピー
ルし、将来の進路の選択肢の１つとして認識してもらえるよう積極的に活動した。

１. 事業班活動の効果の把握

①公衆衛生若手医師・医学生サマーセミナー（PHSS）参加者へのアンケート調査

２. 事業班活動のオンライン化

①公衆衛生若手医師・医学生向けサマーセミナー（Public Health Summer Seminor：PHSS）オンライン2020
の開催

②公衆衛生医師合同相談会（Public Health Career Counseling：PHCC）オンライン2020の開催
③第79回日本公衆衛生学会総会での自由集会「オンライン公衆衛生医師の集い」の開催

３. 公衆衛生医師業務に関する広報啓発活動の強化

①ブログの開設および運用
②パンフレット作成

４. 社会医学系団体との連携強化

①公衆衛生医師の確保育成を目的とした社会医学系団体等との協働活動

令和２年度の事業展開：４つの方針
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１. 事業班活動の効果の把握

①公衆衛生若手医師・医学生サマーセミナー（PHSS）参加者へのアンケート調査

目的：
当事業班が平成24年より継続し
て実施しているPHSSが公衆衛
生医師の人材確保にどの程度
寄与しているのを評価するため、
参加後の進路等についてアン
ケート調査を実施した。

方法：
PHSSへのこれまでの参加者に
メールにてアンケートを送信し、
参加時・現在の所属およびPHSS
の効果について確認した。

結果：
182人へメール送信し、38人か
ら回答を得た（回答率20.8％）。

結果：
• 回答のあった38人中，5人がPHSS参加後に公衆衛生医師となり，うち4人は入職に際しての判断にPHSSが「とても役
に立った」と回答していた。

• 参加した若手公衆衛生医師11人中10人が継続して勤務しており，うち10人全員がPHSSに参加したことが情報共有
やモチベーション維持に「役立った」と回答していた。一方で、1名が離職していた。

• その他、多くの自由記載（割愛）から，PHSSが公衆衛生医師の確保，育成に寄与していることが明らかになった。

考察：
• 今回のアンケートは，新型コロナウイルス感染症対策で多忙な状況な中であり，回収率は20.8%であったが，参加
者の追跡率を上げれば，PHSS参加を入職の判断とした人数はさらに増加すると予想される。そのための取組として
は、全国の自治体の公衆衛生医師確保育成部門あてにPHSSを開始した平成24年度の後、つまり平成25年度以降
に入職した公衆衛生医師に対する調査を実施することや、当事業班がこれまで積み上げてきた若手から保健所長
までの公衆衛生医師のネットワークを通じて調査を実施することが考えられる。

• 当事業班ではPHSS参加後も参加者に対して日本公衆衛生学会での自由集会「公衆衛生医師の集い」の開催などを
周知するだけではなく講師役として招いたり、さまざまな形で公衆衛生医師同士の交流が継続されるように配慮して
いる。

• PHSS参加後に公衆衛生医師として入職した医師、PHSSに複数回参加した公衆衛生医師を当事業班のメンバーとし
て今までに3名迎え、精力的に活動していただいている。

• 一人職場に置かれやすい公衆衛生医師にとって、境遇を同じくする公衆衛生医師との情報共有や交流の場を確保
することは、育成とともに離職の防止に役立つものと考える。
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２. 事業班活動のオンライン化

①公衆衛生若手医師・医学生向けサマーセミナー（Public Health Sum m er Sem inar：PHSS）オンライン2020の開催

今年度はPHSSを「公衆衛生医師について広く知る機会」と位置づけ、具体

的かつ個別の質問、就職に関する相談等には，新しい試みとして公衆衛
生医師合同相談会2020オンラインで細やかに対応することとした。

目的：
• 医学生、臨床医の公衆衛生分野への関心を高める。

• 若手公衆衛生医師に保健所等で勤務する魅力，やりがいを感じてもら
うとともに仲間づくりの機会を提供する。

令和2年8月22日（土）13:00-16:00
初めてZOOMミーティングを活用したオンライン形式で開催

PHSSの魅力
• 普段接することの少ない公衆衛生医師の生の声を聴くことができる。

• 講演に加えてケースメソッドや意見交換を通して保健所の業務や役割、
存在意義について学ぶことができる。

オンライン形式の利点・欠点が明らかになった。
より広い地域から参加者を集めることができる。
参加者同士の交流ができない。

• 医学生38名，臨床医等24名，行政に入職早期の
医師16名の計78名の申込みがあり、当日は63名
が参加した。

• オンライン形式とした成果として、医学生の参加
者増加と従来参加がなかった地域からの参加者
が増加。赴任中の海外からの参加もあった。
→より多くの臨床医、医学生等に保健所や公衆
衛生医師の役割、公衆衛生分野の魅力等を
伝えることができた。

• 参加者した若手公衆衛生医師の声：「他地域の公
衆衛生医師の様子や業務内容が分かり，今後の
業務の参考になった」，「自分も頑張ろうと思えた」
等
→モチベーションの維持や高揚につながった。
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２. 事業班活動のオンライン化

②公衆衛生医師合同相談会（Public Health Career Counseling：PHCC）オンライン2020の開催

目的：
PHSS等で公衆衛生医師の業務内容や勤務する魅力につ
いて知った若手医師・医学生が複数の現役の公衆衛生医
師とオンラインで双方向にコミュニケーションをすることで，
具体的な進路相談を行えるキャリアカウンセリングの場と
すること。

＊東北，北陸，九州と日本各地からの参加に加え、
海外留学先からも参加

令和2年9月5日（土）13:00-16:00
ZOOMミーティングを活用したオンライン形式で開催

参加者数 29名
（医学生17名，研修医5名，臨床医6名，
若手公衆衛生医師4名，内3名は欠席）

スタッフ数 21名

〇グループ相談会①

東日本もしくは西日本で勤務する公衆衛生医師として勤務することを検討している参加者、厚生労働省で医系技官とし
て勤務することを検討している参加者が，それぞれの実情を知るスタッフに相談できるように東日本ブロック，西日本ブ
ロック，厚生労働省の3ブースに分けて開催。
将来やりたいと思っていることがそこに入職することで実現できる可能性があるか，臨床をどれくらいやってから入職す
るのが良いのか，採用条件はどうなっているか，厚生労働省との人事交流のこと，各自治体の組織体制と実情，中核市
型保健所と都道府県型保健所・都道府県庁との違い，公衆衛生医師になる前に勉強しておくためのおすすめの書籍など，
参加者たちからの様々な質問に対して複数のスタッフから各自の経験や知識をもとに応答がなされた。

〇グループ相談会②

公衆衛生医師というキャリアを，保健所医師業務の詳細・臨床との関わりや違い，仕事のやりがいとワークライフバラン
ス，女性公衆衛生医師という３つの切り口から，参加者が自身の将来の職業人生をデザインする上で，それぞれの切り
口において経験の豊富なスタッフに相談できるように3ブースに分かれて開催。
学位や臨床系の専門医の取得と公衆衛生医師のキャリアの両立はできるのか，臨床経験がどのように役に立つのか，
研修など学びの機会はあるか，他の職種とどうやったら上手く連携できるのか，医療機関の臨床医と対等に話し合えるの
か，新型コロナウイルス感染症などの感染症対策と予防医学の業務とのバランス，残業が増えていないか，公衆衛生医
師としての目標をどう設定するか，仕事の質，地方と都市部での生活の違い，給料などについて，意見交換が行われた。

令和元年度まで都市部で開催されていた就職活動イベントとは異なる，都市部へのアクセスが良くない地方の医学生
や医師も参加可能であった。今後，新型コロナウイルス感染症の感染拡大が落ち着き，直接対面するイベントが行える
状況になったとしても，公衆衛生医師人材の確保が大きな課題となっている地方にとっては、人材確保と育成につなが
るオンラインでの進路相談会は企画する価値がとても高いと考える。
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２. 事業班活動のオンライン化

③第79回日本公衆衛生学会総会での自由集会「オンライン公衆衛生医師の集い」の開催

目的：
①公衆衛生及び公衆衛生医師として勤務することの魅力について語り
合い，モチベーションを高める。

②公衆衛生医師の確保及び育成に関する情報を共有する。
③公衆衛生医師同士の交流を深めることにより，ネットワーク（全体もし
くは個別に）を構築する。

令和２年 10 月 20 日（火）19:20～20:20 
ZOOMミーティングを使用したオンライン開催

参加者数：３３名（＊世話人を含む）
事前アンケートによると，参加者の約7割が現役保健所長，その他は本
庁や保健所の医師や大学職員等。多くがオンライン会議の経験者で
あった。新型コロナウイルス対応では，マネジメント，疫学調査，支援・調
整を主な業務としている者が多かった。

• 今回は，初めてのオンライン開催となった。
• Zoom meetingを用いたことや，全参加者が何らかの形
で関わらざるを得なくなっている新型コロナウイルス感
染症をテーマとしたことで，限られた時間ではあったが，
非常に活発な自由集会となった。

• 双方向型の自由集会となり，参加者からも非常に好評
であった。

• 自由集会終了後に参加者を中心としたオンライン懇親
会を開催した。自由集会での課題をさらに深堀する有意
義な時間となった。

前理事長）

新型コロナ対応に関する日頃抱える悩みを共有するだけ
でなく，公衆衛生医師としての今後の活動に向けたヒント
を得られたと考える。公衆衛生医師同士が自由に意見・
情報交換できる貴重な場となった。

宇田英典先生から私たち公衆衛生医師へのエールをい
ただいた。
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３. 公衆衛生医師業務に関する広報啓発活動の強化

①ブログの開設および運用

• 2020年6月18日に、当事業班のブログを開設し、運用を開始した。
• 公衆衛生医師業務の広報文を主なコンテンツとし、全国自治体および
厚生労働省の医師募集ページへのリンク集、「公衆衛生医師の日常」
と題した班員によるコラム形式のコーナーを併設した。

• 公衆衛生分野に興味のある医学生・研修医・臨床医に対する相談機
能を実装すべく、ブログには要所に事業班への連絡先メールアドレス
を記載し、容易にアクセスできるようにした。
→公衆衛生医師への転職を真剣に検討している臨床医3名とオンラ
インおよび保健所見学を通して双方向的、直接的に交流している。

• 2020年9月9日には、当事業班主催の公衆衛生医師サマーセミナー
2020オンラインで行われた講演より新たな動画コンテンツを追加した。

当ブログの開設および運用により、公衆衛生医師業務を広報すること
に加えて、公衆衛生医師になりたいと考える臨床医からの相談に双方
向性で丁寧に対応できていることは画期的であると言える。
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ブログについては開設以降昨年末までに786名、
4079PV（ページビュー）のアクセスを得ることができた。
コンテンツについては、事業班活動を毎年コツコツお
知らせしていくことやいただいた問い合わせに回答し
ていくことで自然と充実していくと考えています。

班員が協力しあって丁寧にブログの運営をしています。

全国保健所長会ホームページにリンクを貼っていただ
いています。
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３. 公衆衛生医師業務に関する広報啓発活動の強化

②パンフレット作成

• 公衆衛生医師の確保にあたってよく受ける質問のひとつが「公衆衛
生医師がどのような業務を行っているのか」である。そこで、具体的
にわかりやすく説明するためのパンフレットを作成した。

• このパンフレットを配布する対象は，主に医学生や研修医，公衆衛
生に関心のある臨床医と想定し作成した。大学医学部での講義や
保健所実習での配布や，関心を持っている臨床医に渡すなど幅広く
使用していただきたい。

【紹介業務項目】

１．感染症対策 ７．地域包括ケアシステムの構築
２．結核対策 ８．地域医療対策
３．母子保健対策 ９．食中毒防止対策
４．精神保健対策 １０．生活環境衛生対策
５．難病対策 １１．健康危機管理（災害対策）
６．健康づくり対策 １２．国際保健（グローバルヘルス）

保健所医師として勤務することに関心がある医学生、研修医、臨床
医へ向けたメッセージ（左図）のほか、社会医学系専門医について
紹介

パンフレットが幅広く有効に活用されるために、以下の通り周知した。
• 全国保健所長会ホームページに掲載
• 全国の保健所長、都道府県・保健所設置市・特別区の公衆衛生医師確保・育
成に関係する関係部（課）長、全国衛生学公衆衛生学教室あてに郵送

• 全国保健所長会のメーリングリストでの周知
• 当事業班が令和２年度に開始したブログ（保健所長のお仕事紹介〜現役公衆
衛生医師のホンネに迫る〜）での発信
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４. 他団体との連携強化

①公衆衛生医師の確保育成を目的とした社会医学系団体等との協働活動

• 厚生労働科学研究「公衆衛生等の社会医学系分野
で活躍する医師の育成・確保に向けた研究」の研究
班において，新たな人材の確保や育成に資するとい
う目的のため，社会医学系の団体や機関等の医師
がどのような活動をしているのかを広報すべく，各団
体等（下記参照）で情報を取りまとめることとなった。

• 全国保健所長会として検討した結果，当事業班が共
同研究として対応することなり，平成23年度から事業
班で継続して取り組んできた活動を総括し情報提供
した。

社会医学系専門医協会構成団体（８学会６団体）

・日本衛生学会 ・全国衛生部長会
・日本医療情報学会 ・全国保健所長会
・日本産業衛生学会 ・地方衛生研究所全国協議会
・日本疫学会 ・全国機関 衛生学公衆衛生学教育協議会
・日本公衆衛生学会 ・日本医師会
・日本災害医学会 ・日本医学会連合
・日本医療・病院管理学会 ・日本職業・災害医学会

事業班の今後の展望

１. 公衆衛生医師確保育成方法のさらなる探求と入職早期の離職防止に向けた取り組みの開始
• 事業班活動を通じた公衆衛生医師の確保の実態を個別に分析し、コロナ禍における公衆衛生医師確保・育成
方法を探る。

• 行政入職後の早期離職防止を目的とした調査を行い、公衆衛生医師が離職にいたる個別の事情や自治体の
構造、組織的要因等を焦点に分析し公衆衛生医師の早期離職防止方策を探る。

２. 事業班活動のオンライン化と集合対面開催の融合
• 公衆衛生若手医師・医学生向けサマーセミナー（Public Health Summer Seminor：PHSS）を初めて大阪で対面
開催することに合わせオンラインでの同時配信に挑戦することにより、参加者を広く募るだけではなく満足度を
さらに上げる工夫を施す。

３. 公衆衛生医師業務に関する広報啓発活動の発展
• ブログとパンフレット、リーフレット、動画等が公衆衛生医師の確保・育成に効果的に活用できるように広報啓発
活動を工夫し発展させる。

４. 社会医学系専門医協会との連携強化と行政医師のサブスペシャリティに関する検討
• 当事業班で積み上げてきた経験や知識、実践手法等を体系化して具備すべきスキルや姿勢を検討し、公衆衛
生医師（特に行政医師）に求められる能力や専門性をまとめ、ガイドラインやキャリアパスとして提案する。
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分担事業者・事業協力者・助言者・事務局 一覧（敬称略） 

【分担事業者】 

   武智 浩之   群馬県利根沼田保健所（兼）吾妻保健所 

【事業協力者】 

   山本 長史   北海道渡島（兼）八雲保健所 

   村松 司    北海道網走保健所（兼）紋別保健所 

   小谷 尚克   福島県会津保健所（兼）南会津保健所 

   早川 貴裕   栃木県県西健康福祉センター 

   西垣 明子   長野県健康福祉部 

   山本 光昭   中央区保健所 
   増田 和貴   杉並区杉並保健所 

   高橋 千香   大田区保健所 

   竹原木綿子   愛知県知多保健所 

   宮園 将哉   大阪府健康医療部 

   谷掛 千里   大阪府茨木保健所 

   村下 伯    島根県浜田保健所 

   横山 勝教   香川県小豆保健所 

   藤川 愛    高松市保健所 

   廣瀬 浩美   愛媛県今治保健所 

   木村 竜太   福岡県保健医療介護部 

   山本信太郎   福岡市東保健所 

   宗 陽子    長崎県県央保健所 

   西田 敏秀   宮崎市保健所 

   吉田 穂波   神奈川県立保健福祉大学 

   永井 仁美   全国保健所長会・学術担当常務理事（大阪府富田林保健所） 
   前田 光哉   全国衛生部長会（神奈川県健康医療局） 

   尾島 俊之   浜松医科大学 

【助言者】 

   主藤 秀幸   厚生労働省健康課地域保健室 
   松村 漠志   厚生労働省健康課 
   曽根 智史   国立保健医療科学院 

   宇田 英典   社会医学系専門医協会・監事（地域医療振興協会） 

   内田 勝彦   全国保健所長会・会長（大分県東部保健所） 

   清古 愛弓   全国保健所長会・副会長（葛飾区保健所） 
   白井 千香   全国保健所長会・副会長（枚方市保健所） 

【事務局】 

   若井 友美   日本公衆衛生協会 

   斉藤 有子   日本公衆衛生協会 

 

 

− 166 − − 167 −



分担事業者・事業協力者・助言者・事務局 一覧（敬称略） 

【分担事業者】 

   武智 浩之   群馬県利根沼田保健所（兼）吾妻保健所 

【事業協力者】 

   山本 長史   北海道渡島（兼）八雲保健所 

   村松 司    北海道網走保健所（兼）紋別保健所 

   小谷 尚克   福島県会津保健所（兼）南会津保健所 

   早川 貴裕   栃木県県西健康福祉センター 

   西垣 明子   長野県健康福祉部 

   山本 光昭   中央区保健所 
   増田 和貴   杉並区杉並保健所 

   高橋 千香   大田区保健所 

   竹原木綿子   愛知県知多保健所 

   宮園 将哉   大阪府健康医療部 

   谷掛 千里   大阪府茨木保健所 

   村下 伯    島根県浜田保健所 

   横山 勝教   香川県小豆保健所 

   藤川 愛    高松市保健所 

   廣瀬 浩美   愛媛県今治保健所 

   木村 竜太   福岡県保健医療介護部 

   山本信太郎   福岡市東保健所 

   宗 陽子    長崎県県央保健所 

   西田 敏秀   宮崎市保健所 

   吉田 穂波   神奈川県立保健福祉大学 

   永井 仁美   全国保健所長会・学術担当常務理事（大阪府富田林保健所） 
   前田 光哉   全国衛生部長会（神奈川県健康医療局） 

   尾島 俊之   浜松医科大学 

【助言者】 

   主藤 秀幸   厚生労働省健康課地域保健室 
   松村 漠志   厚生労働省健康課 
   曽根 智史   国立保健医療科学院 

   宇田 英典   社会医学系専門医協会・監事（地域医療振興協会） 

   内田 勝彦   全国保健所長会・会長（大分県東部保健所） 

   清古 愛弓   全国保健所長会・副会長（葛飾区保健所） 
   白井 千香   全国保健所長会・副会長（枚方市保健所） 

【事務局】 

   若井 友美   日本公衆衛生協会 

   斉藤 有子   日本公衆衛生協会 
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